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介護保険・ 障害

福祉サービス

等事業収益

2,703,423,609

89%

人件費

2,077,771,620

65%

国庫補助金等特別積立金取崩額

-75,000,041

-2%

事業費

283,379,961 9%

事務費

233,127,305

7%

就労支援事業費用

309,461,572

10%

減価償却費

218,285,321 7%

就労支援事業

収益

300,334,916

10%

経常経費寄附金収益

21,640,946

公益・ 収益事業収益

13,255,046
1%0%
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成
年
後
見
人
や
福
祉
サ
ー
ビ
ス

事
業
所
の
支
援
者
は
、
障
害
者
本

人
の
意
思
決
定
の
支
援
に
努
め
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
成
年
後
見

人
が
直
接
関
与
し
て
意
思
決
定
支

援
を
行
う
の
は
、
①
本
人
に
と
っ

て
重
大
な
影
響
を
与
え
る
よ
う
な

法
律
行
為
（
入
所
契
約
、
自
宅
の

売
却
、
贈
与
等
）
及
び
そ
れ
に
関

連
し
た
業
務
の
場
面
で
あ
り
、
②

そ
れ
以
外
の
場
面
で
の
、
他
の
支

援
者
に
よ
る
本
人
へ
の
意
思
決
定

支
援
が
適
切
に
な
さ
れ
て
い
る
か

を
チ
ェ
ッ
ク
す
る
役
割
を
担
う
と

き
で
す
。

　
本
人
の
権
利
、
意
思
及
び
選
好

を
尊
重
し
な
が
ら
①
と
②
を
分
け

る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
た
め
、
場

面
に
応
じ
て
、
本
人
を
中
心
と
し

た
成
年
後
見
人
、
支
援
者
等
に
よ

る
チ
ー
ム
支
援
（
意
思
決
定
支
援

会
議
等
）
が
必
要
で
す
。
本
人
と

成
年
後
見
人
、
支
援
者
等
の
双

方
向
で
意
思
疎
通
す
る
た
め
の
工

夫
・
配
慮
や
、
生
活
の
多
様
な
選

択
肢
の
準
備
は
、
本
人
が
自
己
決

定
す
る
た
め
の
合
理
的
配
慮
で
も

あ
り
ま
す
。

　
成
年
後
見
も
や
い
と
し
て
も
、

障
害
者
権
利
条
約
や
各
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
を
読
み
解
き
、
後
見
事
務

に
あ
た
っ
て
い
き
た
い
と
考
え
て

い
ま
す
。
ど
ん
な
に
重
い
障
害
が

あ
っ
て
も
、
本
人
は
意
思
決
定
能

力
が
あ
る
こ
と
を
推
定
し
、
で
き

る
限
り
の
意
思
決
定
支
援
を
つ
く

す
こ
と
、
支
援
を
つ
く
し
て
も
意

思
決
定
や
意
思
確
認
が
困
難
な
場

合
に
限
っ
て
、
代
行
決
定
に
入
る

の
で
す
が
、
そ
の
場
合
で
も
、
支

援
者
側
が
考
え
る
客
観
的
な
本
人

の
最
善
の
利
益
を
決
め
、
押
し
付

け
る
の
で
は
な
く
、
本
人
の
信
条
、

価
値
観
、
選
好
を
最
大
限
尊
重
し
、

本
人
に
と
っ
て
の
最
善
の
利
益
を

追
求
し
て
い
く
こ
と
を
肝
に
銘
じ

て
取
り
組
ん
で
い
き
た
い
と
思
っ

て
い
ま
す
。

　
意
思
決
定
支
援
の
問
題
は
、
た

ん
に
成
年
後
見
制
度
の
あ
り
方
の

議
論
だ
け
で
な
く
、
国
民
一
人
ひ

と
り
の
人
間
と
し
て
の
尊
厳
に
関

わ
る
問
題
、
社
会
全
体
の
民
主
主

義
の
あ
り
方
に
も
関
わ
る
問
題
と

も
い
え
ま
す
。

障
害
者
の「
親
な
き
後
」問
題
と
成
年
後
見
制
度

　
障
害
者
権
利
条
約
、
障
害
者
基
本
法
を
踏
ま
え
て
、
こ
の
数
年
の
間
に
多
様
な
「
意
思
決
定
支
援
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
が

定
め
ら
れ
ま
し
た
。「
意
思
決
定
支
援
を
踏
ま
え
た
後
見
事
務
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」（
2
0
2
0
年
10
月
）
で
は
、
踏
ま
え
る

べ
き
七
つ
の
原
則
（
表
）
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

意
思
決
定
支
援
と
成
年
後
見
も
や
い

◆ 

合
理
的
配
慮
と
し
て
の

　
意
思
決
定
支
援

◆ 

成
年
後
見
人
が

　
意
思
決
定
支
援
を
行
う
場
面

第
６
回

◆ 

意
思
能
力
が
あ
る
と
推
定
し
、

　
意
思
決
定
支
援
を
つ
く
す

【 意思決定支援の基本原則】

第１　 全ての人は意思決定能力があることが推定される。

第２ 　 本人が自ら意思決定ができるよう、実行可能なあらゆる支援を尽くさなければ、代行決定に移ってはならない。

第３ 　 一見すると不合理にみえる意思決定でも、それだけで本人に意思決定能力がないと判断してはいけない。

【 代行決定への移行場面・ 代行決定の基本原則】

第４ 　 意思決定支援が尽くされても、どうしても本人の意思決定や意思確認が困難な場合には、代行決定に移行

するが、その場合であっても、後見人等は、まずは、明確な根拠に基づき合理的に推定される本人の意思（ 意

思推定） に基づき行動することを基本とする。

第５ 　 ①本人の意思確認すら困難な場合、又は②本人により表明された意思等が本人にとって見過ごすことのでき

ない重大な影響を生ずる場合には、後見人等は本人の信条・ 価値観・ 選好を最大限尊重した、本人にとっ

ての最善の利益に基づく 方針を採らなければならない。

第６ 　 本人にとっての最善の利益に基づく 代行決定は、法的保護の観点からこれ以上意思決定を先延ばしにできず、

かつ、他に採ることのできる手段がない場合に限り、必要最小限度の範囲で行われなければならない。

第７ 　 一度代行決定が行われた場合であっても、次の意思決定の場面では、第１原則に戻り、意思決定能力の推

定から始めなければならない。
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後見人等が踏ま える べき 七つの原則






